
お わ り に

本教育資料は、「情報教育推進のための教職員研修の在り方」を研究主題として、情報

教育部を中心に研究事業プロジェクトが編集に当たりました。また、本年度は、次の方々

にお世話になりました。本研究事業に御協力いただきました関係者の皆様に厚くお礼申し

上げます。

［平成13年度］

スーパーバイザー

京 都 教 育 大 学 講 師 佐々木 真理

研究協力校

八 幡 市 立 八 幡 第 三 小 学 校

向 日 市 立 寺 戸 中 学 校

研究協力員

八 幡 市 立 八 幡 第 三 小 学 校 教 諭 鬼 頭 宜 孝

向 日 市 立 寺 戸 中 学 校 教 諭 池 田 穂 高

京 都 府 立 嵯 峨 野 高 等 学 校 教 諭 中 井 保 行

京 都 府 立 城 陽 養 護 学 校 教 諭 渡 部 道 代

京都府教育庁指導部学校教育課 指導主事 横 田 学

京都府教育庁指導部高校教育課 指導主事 池 田 武
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